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１．はじめに
　企業の存続においては、いわゆる「ゴーイング・コ
ンサーン（going concern）」という考え方（企業は無
期限に事業を継続するという考え方）が適応される。
しかし、実際には企業を組織として構成するのはヒト
であり、ライフサイクルにあわせて経営者は代わって
いく。地域経済の担い手として位置づけられる中小企
業の多くは同族経営（同じ親族による企業経営）であ
る。経営者が後継者に交代するための一連の活動は「事
業承継」と呼ばれるが、中小企業では円滑な事業承継
の実現のために多くの課題が指摘されている。
　中小企業における円滑な事業承継の実施は、企業の
持続性を確保させるだけでなく、後継者による経営革
新の契機となる。一方で、事業承継問題から経営状態
が悪化したり、廃業・倒産に追い込まれる場合もある。
事業承継問題はいくつかの理由、すなわち、重要性を
十分に認識していない、経営者が元気なうちは問題と
して発生しない、家庭内での影響力の低下を嫌う、「社
長の死」を早期させるために周囲から言い出しにくい
などの理由から積極的な対応がなされにくい要因もあ
り１、また、必然的に経営者のプライベートな事情に
踏み込むことになるために、事業承継問題は複雑にな
ることが多い。一方では、中小企業経営者の年齢は相
対的に高齢化が進んできており（図表1-1）、事業承継
問題は近年注目されるようになっている。
　事業承継に関する詳細な考察は「ほとんど未開拓の
分野」２であったが、行政組織や金融機関などによる
アンケート調査などによって、わが国における事業承
継の実態は徐々に明らかになっている。本稿では、わ
が国の中小企業の事業承継について、アンケート調査
等に基づく先行研究を横断的に整理し、中小企業の事
業承継に係わる現状と課題を分析するための切り口を
探る。
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図表1-1　社長の平均年齢の推移（資本金別）
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（出所） 帝国データバンク「社長交代率調査」および「全国社長
分析」
２． 先行研究と本稿の分析フレームワ
ーク
（１）先行研究のレビュー
　ライフサイクルにあわせた企業経営者の交代は従来
より行われていた。しかし、行政において「事業承継」
という言葉が使用されたのは、中小企業庁［2001］で
あり３、比較的新しい言葉である。これは事業承継問
題が社会的に注目されるようになって間もないことを
示唆するものである。
　事業承継に関する考察は、大きく2つのアプローチ
に分けられる。1つ目は、経営者が交代した企業など
にアンケート調査を行い、統計的な分析を行いながら
事業承継に係わる現状や成功・失敗の要因などを考察
するものである。2つ目は、事業承継に取り組んだ（ま
たは現在取り組んでいる）企業を事例としてヒアリン
グを行い、複数の企業に共通して確認できる特徴を考
察するものである。
　例えば、中小企業研究センター［2006］では、事業
承継をした14社（うち1社は準備中）に対してインタ
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ビュー調査を行い、世代交代の準備・意思決定過程と
後継者のキャリアと能力形成の場による問題点と課題
を整理している。中小企業庁［2004］では業歴が10
年以上の中小企業15000社を対象としたアンケート調
査などをもとに事業承継の実態や承継準備と企業成長
の関係、円滑な廃業の方法などについての現状を明ら
かにしている。安田［2005］では、業歴10年以上で直
近に代表者の変更があった企業を対象としたアンケー
ト調査の個票データをもとに分析を行い、承継後のパ
フォーマンスを高くする要因などについて考察してい
る。中小企業庁［2006］では、業歴が10年以上で従業
員数が10名以上の法人を中心とした非上場企業15000
社を対象としたアンケート調査などをもとに事業承継
問題の現状や事業売却による事業承継の課題を明らか
にしている。中小企業研究センター［2008］では、代
表者が5年以内に交代した企業3000社を対象にアンケ
ート調査を行い、収益、売上高、従業員数などの指標
から区分した「成功企業」と「非成功企業」の要因に
ついて考察している。村上［2008］では、国民生活金
融公庫の融資先にアンケート調査およびヒアリング調
査を行い、小企業における従業員への事業承継のため
の課題について分析をしている。久保田［2008］では、
中小企業金融公庫取引先企業を対象にアンケート調査
およびインタビュー調査を行い事業承継の課題を分析
するとともに、後継者や経営革新のタイプごとにその
特徴を考察している。商工組合中央金庫［2009］では、
商工中金の融資先中小企業に対してアンケート調査を
行い、事業承継の現状や課題を明らかにし、後継者候
補の有無や事業承継の準備段階ごとに異なる課題が発
生することを指摘している。村上［2010］では、日本
政策金融公庫の融資先を対象としたアンケート調査を
もとに小企業（従業員19人以下）と中企業（従業員20
人以上）の別における事業承継の課題について考察を
している。また、村上・古泉［2010］では同アンケー
ト調査の結果を小企業に対象を絞り、事業承継を契機
とした企業成長についての考察をしている。
　上記の先行研究を概観すると、事業承継に対する考
察は①事業承継全般に関する課題の抽出を目的とした
もの、②経営者の事業承継に対する準備状況の考察を
目的としたもの、③事業承継のプロセスや後継者の属
性、先代経営者の準備状況などとその後の企業業績の
関係の考察を目的としたものなどに大きく区分するこ
とができる。
（２）本稿における分析フレームワーク
　事業承継には長期間に段階的な取り組みを行うこと
が一般的であり、後継者教育やステークホルダー（利
害関係者）との調整など対象となる範囲も広範である。
それゆえ、先行研究においても事業承継問題をいくつ
かの項目に区分して分析されることが多い。
　例えば、中小企業庁［2006］では、事業承継の際に
具体的に着手する準備項目を「企業経営」「後継者教育」
「経営環境」「相続対策」の4つに区分しており４、図表
2-1のように整理されている。また、商工組合中央金庫
［2009］では、事業承継の際に想定される問題について、
「社内外からの理解」「マネジメント」「資産等の承継」
「その他」の4つに区分しており５、図表2-2のように整
理されている。村上［2010］では、円滑な事業承継に
向けての課題を「後継者の選定」「資産・負債の承継」「経
営の承継」という3つに大きく区分している６。
　上記の整理は、具体的な取り組みについての区分で
あるが、事業承継の分析においては、事業承継への取
り組み開始時期や事業承継後の先代経営者の支援につ
いてもいくつかの先行研究で取り上げられている。そ
こで、本稿では事業承継の流れを、①事業承継に対す
る認識、②後継者の決定、③経営能力の承継、④資産・
負債の承継、⑤ステークホルダーとの調整、⑥事業承
継後の支援に区分し（図表2-3）、それぞれについて先
行研究を参照しながら現状と課題を考察する。
図表2-1　事業承継の具体的な準備内容
①企業経営⑴ 事業承継計画の策定・実施
⑵
経営権を後継者に集中させるべく、種類株式等
を活用
⑶
経営権を後継者へ委譲・集中させるべく、株式
を生前贈与
②後継者教育⑷
事前の自社勤務により、後継者へ経営に必要な
経験を付与
⑸
他社勤務や海外留学により、後継者への多様な
経験を付与
⑹
財務・法務を含めた経営に必要な知識の後継者
への付与
③経営環境
⑺
後継者の社内関係者（役員・従業員等）への理
解を得る努力
⑻
後継者の社外関係者（取引先・金融機関等）へ
の理解を得る努力
④相続対策⑼
相続財産の把握や自社株評価額の算定により、
税負担額を確認
⑽
相続時清算課税の利用等、最適納税方法の検討・
選択
⑾
相続紛争を防止しつつ資産を後継者へ集中させ
るべく、遺言を作成
（出所）中小企業庁［2006］173ページ。
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図表2-2　事業承継において想定される問題
①社内外
からの理
解
社員からの理解が得られない
取引先からの理解が得られない
金融機関からの理解が得られない
経営者、後継者以外の親族や株主の反対・反抗
が予想される
②マネジ
メント
会社を経営するのに十分な力量がない
先代経営者の影響力が強すぎる
③資産等
の承継
相続税などの税金の負担が重い
承継により自社株式が分散してしまい、経営権
を収集できなくなる
借入に対する仙台の個人保証の承継負担が重い
④その他
事業の将来性に不安がある
その他
（出所）商工組合中央金庫［2009］12 ～ 13ページを抜粋して作成。
図表2-3　分析のフレームワーク
（出所）筆者作成。
３． 事業承継の現状と課題についての
整理
（１）事業承継に対する認識
　経営者が重要性を認識していなかったり、周囲から
取り組みを促すことが敬遠されがちであるといった要
因から、事業承継への取り組みは遅くなることが多い。
　中小企業庁［2006］によると、「事業を何らかの形
で他者に引き継ぎたい」と考えている中小企業経営者
は95.1％であり７、ほとんどの中小企業経営者は事業
承継を行いたいと考えている。中小企業研究センター
［2008］によると、事業承継に本格的に取り組んだき
っかけは、経営者の高齢化とする回答の割合が43.8%
（複数回答）を占めている８。商工組合中央金庫［2009］
では、事業承継の準備について、準備を進めていると
する企業経営者は60歳以上の区分でようやく半数を超
えるが（図表3-1）、安田［2005］の研究では「子息等
承継のパフォーマンスは退任理由が他界、高齢化等の
場合、悪化する」と指摘されている９。中小企業研究
センター［2008］では、代表者の急病等を事業承継に
本格的に取り組んだきっかけとする企業では、承継後
の業績が悪くなる企業の割合が高く（図表3-2）、経営
者が健康なうちに事業承継に取り組むことの重要性が
示されている。
　また、中小企業庁［2004］では、経営者の子供へ承
継する場合には、子供が40歳代のときに承継した場合
に「適当な年齢だった」と回答する割合が高くなって
おり（図表3-3）、親族以外へ承継する場合には、40歳代、
50歳代前半に承継した場合に「適当な年齢だった」と
回答する割合が高くなっている（図表3-4）。また、従
業員数成長率では、平均値との乖離幅において「適当
な年齢だった」と回答した企業では+1.9％であるのに
対して、「早かった」では-1.9％、「遅かった」では-0.4
％となっている10。承継が円滑な事業承継のタイミン
グは、経営者自身の年齢だけでなく子供の年齢も判断
要素となることが伺える。
図表3-1　事業承継の準備状況（経営者の年齢別）
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（出所）商工組合中央金庫［2009］8ページ。
図表3-2　経営者の子供の承継適齢期
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（出所）中小企業庁［2004］200ページ。
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図表3-3　親族以外の経営者の承継適齢期
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44歳以下
45～49歳
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適当な年齢だった
少し遅かった
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（出所）中小企業庁［2004］201ページ。
図表3-4　事業承継に本格的に取り組んだきっかけ　
（複数回答）
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前代表者の高齢化
自社の業績悪化・長期低迷
前代表者の逝去
前代表者時代役員の働きかけ
外部専門家・実務家の働きかけ
自社業績の改善・長期好調
前代表者の健康上の理由（高齢以外）
現代表者の働きかけ
適切な高齢者の不在
周囲の会社の影響
前代表者時代従業員の働きかけ
報道の影響
成功企業（n=118）
非成功企業（n=56）
（％）
（出所）中小企業研究センター［2008］42ページ。
（２）後継者の決定
　中小企業の経営者にとって、後継者を誰にするか（誰
に事業を承継するか）を考える場合には、自身の子供
の有無が大きな影響を与える。村上［2010］によると、
後継者が決定している中小企業では長男を後継者とす
る割合が高く（図表3-5）、男の子供の数と後継者の決
定とは関連が認められる（ただし、女の子供の数とは
関連が認められない）。また、村上［2008］によると、
小企業経営者の男の子供の数が0人の場合には従業員
承継の割合が高くなり、2人以上の場合には親族承継
の割合が多くなる（図表3-6）。長男など自分の子供を
後継者として決定する背景には「企業経営者であり企
業所有者でもある」という中小企業経営者の特性が存
在する。企業の所有権を現経営者（または創業家一族）
が保有しつつ、第三者に経営権を委ねるという手法も
存在するが、経営者は安定的な地位を求めるため、大
半の株式を保有することが一般的な経営スタイルとし
て定着している。そのため、経営者が保有する株式を
譲渡するには、相続によって自分の子供に譲渡するこ
とが最初に検討される。
　また、商工組合中央金庫［2009］によると、自分の
子供など親族を後継者とする場合には、親族以外が後
継者とする場合に比べて「役員・従業員の理解が得ら
れやすい」などのメリットが存在する一方で、親族以
外を後継者候補とする場合には、「事業を成長させる
ことができる」が後継者を決定した理由に挙げられ
ている（図表3-7）。親族以外への承継では、経営能力
を基軸として後継者を選択することが伺える。安田
［2005］では、承継後のパフォーマンスを子息等承継
と第三者承継に分けて考察し、年齢や学歴などパフォ
ーマンスに影響を与える要因は異なるが、承継後のパ
フォーマンスは両者の間では有意な差はないことが示
されている。
　後継者の決まりやすさについては、経営者の個人的
な事情だけでなく、企業を取り巻く経営環境や企業の
財務状態も影響を与える。村上［2010］によると、「企
業の業績が良好で将来性も明るければ」後継者が決定
している中小企業の割合が高い（ただし、「極端な差
があるわけではない」）11。中小企業庁［2005］では、
親が事業を行っている就業者が親の事業に対して「承
継者は決まっておらず、自分は承継するつもりがない」
と回答する割合は49.5％であり、その理由として「親
の事業に将来性・魅力がないから」（45.8%）、「自分に
は経営していく資質がないから」（36.0%）が上位とな
っている12。
　近年では、経営者の子供の有無に関わらず、企業成
長を意図した積極的な従業員への承継についても関心
が高まっている。村上［2008］では、この要因を経営
者に求められる能力が高くなり子供だからといって後
継者としてふさわしいとは限らないことや、経営者の
子供において家業だから承継しなければならないとい
う意識が低くなっていることを挙げている13。
図表3-5　決定・未定企業における経営者の男の子供
の数
12.9
0人 1人 2人 3人以上 平均値
1.35人
28.8
47.8
42.6
31.5
22.7 5.8 1.06人
7.8決定企業
（n=2,130）
未定企業
（n=1,643）
（単位：％）
小企業
13.7 1.35人
29.0
46.7
43.0
31.3
21.9 6.1 1.06人
8.3決定企業
（n=1,318）
未定企業
（n=990）
中企業
（出所）村上［2010］9ページ。
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図表3-6　承継者別にみた経営者の男の子供の数
43.8
9.7
46.3
44.4
8.8
34.9
1.3
11.0
0% 20% 40% 60% 80% 100%
従業員承継企業
（n=80）
親族承継企業
（n=1347）
0人
1人
2人
3人以上
（単位：％）
（出所）村上［2008］4ページ。
図表3-7　後継者を決定した理由（複数回答）
76.6
46.0
42.4
35.0
16.4
9.0
3.5
78.3
47.4
40.8 36.8
15.9
8.9
3.1
58.1
31.4
60.0
15.2
21.9
9.5 7.6
0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0
100.0
役
員・従業員の
理解を得やすい取引先からの理解を得やすい事業を
成
長させる
ことができる
金
融機関からの
理解を得やすい現経営者との相性が良い 他に適当な人材がいないその他
全体
後継者が親族
後継者が親族以外
（％）
（出所）商工組合中央金庫［2009］5ページ。
（３）経営能力の承継
　一般的に、企業経営者には非常に高い能力が求めら
れ、特に中小企業においては経営者の能力が企業の業
績と密接に関連すると言われている。事業承継の課題
に取り組む企業は、企業経営者が高い能力を保有して
おり、それゆえ、競争に勝ち抜いてきたと考えること
ができる。事業を承継する場合には、承継後も企業の
規模や業績を維持または成長させる人物に承継したい
と考えるのが通常の考え方であり、いわゆる「後継者
教育」を後継者に直接的または間接的に施すことが多
い。特に子息等の親族に事業を承継させる場合には、
第三者から広く後継者候補を選択する場合に比べて経
営能力が問題となる場合が多く、経営能力の承継は重
要な課題となる。久保田［2008］では、事業承継の課
題として「後継者の教育」を挙げる企業が72.7％にの
ぼっている。
　子息等への承継における後継者教育では、後継者が
大学等を卒業後すぐに自社に就職し、経営者の指導を
受けながら企業経営に必要なさまざまな知識を身につ
けていくという方法と、他社に就職し一定の期間にい
わるゆ「武者修行」として経験を積んだ後、自社に就
職し後継者として知識を身につけていく方法に大きく
分けられる。また、経営セミナー等で経営に関わる知
識を身につける方法もある。中小企業庁の「中小企業
事業承継ハンドブック（平成22年度税制対応版）」では、
後継者教育を図表3-8のように整理している。
　中小企業庁［2004］によると、後継者が他社への就
業経験を有する場合には、その経験が役に立っている
と回答する割合が非常に高く（図表3-9）、従業員数成
長率では平均値よりも高くなる（図表3-10）。特に他社
就職時に事業承継の意思を持ち、「社外との交渉」「社
内の管理」「視野の拡大」を身につけたと回答した経
営者は、従業員数成長率が高くなることが示されてい
る（図表3-11）。
　中小企業研修センター［2008］によると、教育の際
に力を入れた分野については、営業、財務・経理など
が上位にあり、事業承継後に成長する企業では、企画・
開発や研究・技術に力を入れたとする比率が高くなっ
ている（図表3-12）。
図表3-8　後継者教育の例
教育例 効　果
内部での教育例
各部門をローテーションさ
せる
経験と知識の習得
責任ある地位に就ける
経営に対する自覚が生
まれる
現経営者による指導 経営理念の引継ぎ
外部での教育例
他社での勤務を経験させる
人脈の形成・新しい経営
手法の習得
子会社・関連会社などの経
営を任せる
責任感の醸成・資質の確
認
セミナー等の活用
知識の習得、幅広い視野
を育成
（出所） 中小企業庁［2010］「中小企業事業承継ハンドブック 
（平成22年度税制対応版）」8ページ。
図表3-9　他社就業の有用性
48.8
41.7
5.0 3.6
1.0
0
10
20
30
40
50
60（％）
非
常
に
役
立っている ある程度
役
立っている
どちらと
も
いえない あまり
役
に
立っていない
全く
役
に
立っていない
（出所）中小企業庁［2004］191ページ。
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図表3-10　他社就業経験の有無と承継後の従業員成長率
0.7
-1.1-1.2
-1
-0.8
-0.6
-0.4
-0.2
0
0.2
0.4
0.6
0.8
他社就業経験有り 他社就業経験無し
（％）
平均
値
との乖離幅
（出所）中小企業庁［2004］189ページ。
図表3-11　他社就業の承継意思の有無と承継後の従業
員成長率
11.6
7.4
-2.3
-6.9
5.3
-4.5
-2.9
-5.5
-7.7
-2.0
-10
-5
0
5
10
15
承継意思有り
承継意思無し・未定
社外との 社内の 人的ネット 情報 視野の
交渉 管理 ワーク 収集 拡大
（％）
平均
値
との乖離幅
（出所）中小企業庁［2004］192ページ。
図表3-12　教育の際、特に力を入れた分野（複数回答）
47.8
38.6
30.3
15.8
10.5
6.6
8.3
53.2
42.6
33
20.2
14.9
6.4
4.3
45.7
41.3
32.6
15.2
6.5
10.9
8.7
0 10 20 30 40 50 60
営業
財務・経理
人事・社員教育
生産・製造
企画・開発
研究・技術
特に力を入れた
分野なし
合計（n=228）
成功企業（n=94）
失敗企業（n=46）
（％）
（出所）中小企業研究センター［2008］45ページ。
（４）資産・負債の承継
　中小企業において後継者に経営権を承継する場合、
株主総会の議決によって後継者を代表取締役に就任さ
せ、社長など経営トップの役職に就かせるだけでなく、
経営者としての安定的な地位の確保のために、多くの
会社株式を譲渡することが求められる。過半数の株式
を経営者が保有していない場合には、株主総会で代表
取締役を解任される可能性があるため、経営者の自由
な経営を阻害する恐れがある。
　後継者が息子等の親族である場合、一般的には生前
贈与や遺言によって自社株式を相続させる。ここで問
題となるのは、経営者の保有資産の大半が自社株式で
あった場合、相続人が複数存在する場合には遺留分（原
則として基礎財産の2分の1）を侵害することである。
非上場企業の場合は、自社株式の評価額を算定し、場
合によっては後継者や会社が非後継者に相続された株
式などを買い取るなどの方法も検討しなければならな
い。また、銀行等金融機関から借入による資金調達を
行っている場合には、経営者の経営責任を自覚させる
ことなどの目的から経営者が企業の債務返済を保証す
るという、いわゆる「個人保証」をつけた融資を受け
ている場合が多い。中小企業庁［2006］では、78.2％
の中小企業代表者が金融機関に借入に対して個人保証
を提供しており、経営権の譲渡に合わせて現経営者の
個人保証を解除することも課題となる14。村上［2010］
によると、資産・債務の承継は、小企業よりも中企業
の方が課題として認識していることが多く、「後継者
が株式を買い取ること」「借入に対する現経営者の担
保等を解除できないこと」「後継者が高額な相続税、
贈与税を負担すること」などが高い割合を示している
（図表3-13）。
　中小企業庁［2006］では、経営者が55歳以上の中小
企業で事業継承について誰にも「相談していない」と
回答した割合は53.6％であり、相談していない理由と
しては、取り組みが不十分（39.9％）や深く検討して
いない（33.1％）などが挙げられている15。資産・負債
の承継に関する対策が不十分なまま経営者の急逝など
が発生した場合には会社の経営権をめぐるトラブルを
招く場合もある。社外の相談相手としては「税理士」
（31.6％）や「公認会計士」（8.8％）が上位に位置して
おり、資産・負債の承継において専門家が活用されて
いることが伺える16。資産・負債の承継手続きについ
ては専門知識が必要であり、専門家による支援が有効
であるが、税理士・公認会計士は資産・負債の承継だ
けでなく、後継者教育や社内外の関係者への理解につ
いても相談相手となっている（図表3-14）。
　親族以外に事業を承継する場合には、事業を後継
者となる第三者に売却し、後継者が事業を経営して
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いくことが一般的である。役員や従業員が現経営者
から株式を買い取る方法（MBO; Management Buy 
OutやEBO; Employee Buy Out）、 取 引 先 や 金 融 機
関等の外部から経営者を選び株式を買い取ってもら
う方法（MBI; Management Buy In）、同業他社など
に自社の事業を売却する方法（M&A; Merger and 
Acquisition）などがある。MBOなどの場合は後継
となる経営者が金融機関からの資金調達により買収
資金を調達することが一般的であるが、資金調達の
ハードルは高く、事業売却を行う場合には89.9％が
M&Aにより行われている17。また、M&Aの件数は増
加傾向にある18。岡田［2008］は、M&Aが普及する
ための課題として、経営者の心理的抵抗感、M&Aに
関する情報の不足・偏在、経営管理の不足、マッチ
ングの問題、仲介手数料（成功報酬）の問題、企業
価値の算定を挙げ、「中小企業が企業の売却までこぎ
つけることは容易ではない」ことを指摘している19。 
図表3-13　円滑な事業承継に向けての課題（資産・負
債の承継）（複数回答）
21.0
11.9
11.4
11.2
3.7
25.4
27.1
22.4
14.6
3.5
0 5 10 15 20 25 30
（％）
借入に対する現経営者の担
保等を解除できないこと
後継者が株式を買い取るこ
と
後継者が高額な相続税・贈
与税を負担すること
親族間の相続問題を調整す
ること
後継者が事業用不動産を買
い取ること
小企業（n=3575）
中企業（n=2282）
（出所）村上［2010］7ページを抜粋して作成。
図表3-14　相談相手別準備内容
69.3
33.9
54.3
84.5
49.7
69.1
77.4
78.1
54.3
34.9
21.5
62.2
24.4
41.3
88.1
46.4
74.6
85.2
81.1
34.1
24.6
13.8
0 20 40 60 80 100
事業承継計画の策定・実施
経営権を後継者へ集中させるべく、
種類株式等を活用
経営権を後継者へ委譲・集中
させるべく、生前譲与
事前の自社勤務により、後継者へ
経営に必要な経験を付与
他社勤務や海外留学により、
後継者への多様な経験を付与
財務・法務を含めた経営に
必要な知識の後継者への付与
後継者の社内関係者（役員・従業員）
への理解を得る努力
後継者の社外関係者（取引先・
金融機関等）への理解を得る努力
相続財産の把握や自社株式評価の
算定により、税負担額を確認
相続時生産課税の利用等、
最適納税方法の検討・選択
相続紛争を防止しつつ資産を後継者へ
集中させるべく、遺言を作成
税理士・公認会計士 税理士・公認会計士以外
（％）
（出所）中小企業庁［2006］175ページ。
（５）ステークホルダーとの調整
　企業のステークホルダー（取引先、金融機関などの
債権者、役員・従業員などの利害関係者）からの後継
者への事業の承継について事前の同意があると、事業
承継は円滑に行われ、後継者は企業を成長させる展望
を描きやすいであろう。特に経営者が強いリーダーシ
ップを発揮する場面の多い中小企業においては、後継
者と役員や従業員との関係は企業の業績に大きな影響
を与えるものとなる。
　中小企業庁［2004］では、ステーク交渉を行ってい
る企業では「役員への打診」や「後継者への権限の一
部を委譲」「金融機関への事前説明」などが高い割合
で行われている（図表3-15）。「特別なことはしなかった」
とする企業も33.3％存在するが、取り組みがあった企
業となかった企業との比較では、取り組みがあった企
業の方が円滑な事業承継に成功している割合が高くな
ることが示されている20。
　村上［2010］は、事業承継に向けての課題を中企業
と小企業で区分しており、それによるとステークホル
ダーとの調整では、中企業は小企業に比べて「役員や
従業員からの支持・理解を得ること」の割合が相対的
に大きくなることが示されている（図表3-16）。
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図表3-15　承継のための先代経営者の取組内容
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（％）
（出所）中小企業庁［2004］195ページ。
図表3-16　円滑な事業承継に向けての課題（経営の承継）
（複数回答）
41.7
31.6
22.4
8.3
37.8
37.6
43.9
12.2
0 10 20 30 40 50
取引先との関係を
維持すること
金融機関との関係を
維持すること
役員や従業員から
支持・理解を得ること
古参従業員の処遇
小企業（n=3575）
中企業（n=2282）
（％）
（出所）村上［2010］7ページを抜粋して作成。
（６）事業承継後の支援
　後継者に事業承継を終え、経営の第一線から引退し
た後も先代経営者は会長や相談役などの役職に就き、
新しい経営者を支援することが多い。旧経営者は経営
権を譲渡した後は一切経営に関与せず自由な生活を
過ごすという場合もあるが、一方では経営権を譲渡し
た後も引退をすることはなく「実質的な経営者」とし
て社内における大きな発言力を維持し続ける場合もあ
る。
　中小企業庁［2004］によると、先代経営者のアドバ
イスが「常にあった」場合では、役員や従業員との信
頼関係形成、リーダーシップの発揮などに苦労する割
合が高い21。また、承継後の従業員数成長率では、適
度なアドバイスを行うことが企業の成長に良い影響を
与える（図表3-17）。中小企業研究センター［2008］に
よると、先代経営者が補佐役として存在する場合には
存在しないに比べて事業承継が成功する割合が高く、
先代経営者以外にも先代経営者時代の役員や従業員が
現経営者の補佐役を担う割合が高く（図表3-18）、先代
経営者が交代した後は、経営に強く関与するよりもサ
ポート役を演じるほうが事業承継は成功しやすい（図
表3-19）。また、村上・古泉［2010］でも、事業承継後
での小企業の経営革新への取り組みについて、先代経
営者の関与状況がない場合や多い場合は取組企業の割
合が低くなり、「最終判断は現経営者に任せたが、先
代経営者も積極的に意見を述べた」、「先代経営者は経
営には関与しなかったが、求めればアドバイスをして
くれた」など適度な関与がある場合には経営革新に取
り組む小企業の割合が多くなることが示されている
（図表3-20）。
図表3-17　先代経営者のアドバイスと承継後の従業員
数成長率
-1.9
-0.2
2.5 2.7
-5.5
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▲ 4.0
▲ 2.0
0.0
2.0
4.0
常
にあった
ひんぱんにあった時々あったまれにしかなかった全くなかった
平均
値
との乖離幅
（出所）中小企業庁［2004］197ページ。
図表3-18　補佐役の選定
35.9
29.7
21.2
13.1
9.8
7.8
3.6
8.2
33.9
31.4
22.9
16.1
11.9
11.9
3.4
5.9
33.9
19.6
14.3
12.5
8.9
10.7
5.4
14.3
0 10 20 30 40
前代表者時代の役員
（現代表者親族以外）
前代表者時代の従業員
（現代表者親族以外）
前代表者
前代表者時代の役員
（現代表者親族）
外部より招聘
現代表者就任後に
採用した役員が昇格
前代表者時代の従業員
（現代表者親族）
補佐役なし
合計（n=306）
成功企業（n=118）
失敗企業（n=56）
（％）
（出所）中小企業研究センター［2008］46ページ。
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図表3-19　代表者交代後の前代表者の関与
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ほとんど（全く）意思決定に関与せず
サポート役として意思決定に若干の影響
現代表者の意思決定に多大な影響
その他
無回答
（出所）中小企業研究センター［2008］46ページ。
図表3-20　事業承継後の先代経営者の関与状況（小企
業、経営革新への取組状況別）
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取組企業
（n=1956）
非取組企業
（n=227）
経営判断の多くは先代経営者が意思決定した
特定の経営判断は先代経営者が意思決定した
最終判断は現経営者に任せたが、先代経営者
も積極的に意見を述べた
先代経営者は経営には関与しなかったが、求め
ればアドバイスをしてくれた
先代経営者は経営にはまったく関与しなかった
（単位：％）
（出所）村上・古泉［2010］15ページ。
４．総括
（１）先行研究のまとめ
○事業承継に対する認識
　中小企業経営者の大多数は事業を誰かに承継したい
と考えている。事業承継の準備を進めるきっかけは「経
営者の高齢化」が相対的に高い割合である。しかし、
経営者の高齢化によって事業承継の準備を進めた企業
は、承継後の企業パフォーマンスは相対的に低くなる。
計画的な事業承継の行動を取ることが承継後の企業の
成長にはよい影響を与えるため、高齢化をきっかけと
して事業承継の準備を始めるのではなく、後継者の承
継の適齢期などを踏まえて経営者の元気なうちから事
業承継を意識しておかなければならない。
○後継者の決定
　後継者の候補は、大きく自分の息子などの「親族」
と従業員などの「親族以外」に区分される。経営者に
子供（特に男の子供）がいる場合には子供への承継が
なされる割合が高い。親族への承継は役員・従業員や
取引先などのステークホルダーの支持を得やすいこ
と、資産・負債の承継が円滑に行われることなどのメ
リットがある。一方では、親族以外に後継者の選択肢
を広げた場合には、経営能力を兼ね備えた人間を後継
者としやすいというメリットがある。親の事業を子供
が継がなければならないという意識は子供の世代では
低下する傾向にあり、今後は従業員等への承継の割合
が高くなることが予想される。
○経営能力の承継
　中小企業の成長は経営者の手腕による部分が大き
く、企業の持続的な成長には経営者は重要な役割を果
たす。特に、企業経営の経験が乏しい自分の子供に事
業を承継させる場合には、意図的に子供に経営者とし
ての能力を涵養させることが多い。
　経営能力の承継は、経営者から後継者へと引き継ぐ
もの（自社の経営理念や業界の取引慣行などの知的情
報）もあるが、後継者が企業外部での経験によって経
営に必要な能力を涵養することも有意義である。特に
将来の事業承継を前提として「他社での勤務経験」を
有することは承継後の企業の成長に良い影響を与え
る。
○資産・負債の承継
　中小企業の経営者が安定的な地位を獲得するために
は、自分自身で大半の株式を保有することが望ましい。
現経営者の株式を自分の子供を後継者として譲渡する
場合には、生前贈与や遺言などの方法があるが、遺留
分による株式の分散などに注意をする必要がある。ま
た、企業が金融機関から資金調達（借入）をする場合
には経営者の個人保証を供与する場合がほとんどであ
り、負債の承継についても事前の準備が必要である。
資産・負債の承継には税理士や公認会計士などの専門
家を事業承継に係わる相談相手とする場合が多いが、
それらの専門家は資産・負債の承継以外の分野でも経
営者の相談相手となることが多い。
　親族以外に事業を承継させる場合には、親族以外の
役員などに事業を買い取ってもらうMBOなどの手法
があるが、現状では同業他社などによるM&Aが一般
的である。また、親族以外への承継は中企業を中心に
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割合が増加しつつある。
○事業承継後の支援
　円滑な事業承継とは、単に事業承継の手続きが円滑
に進むだけでなく、後継者が企業を成長に向けて指揮
する体制を構築することである。その意味においては、
経営者が後継者に経営権を委譲すると同時に事業承継
が完了するのではなく、必要に応じて後継者に支援（助
言）することが望ましい。
　承継後には、先代経営者が自ら補佐役となることも
あるが、親族以外の先代経営者時代の役員・従業員が
補佐役となる場合も多い。また、先代経営者は必要な
ときのみに適切に助言をするなどに留め、後継者の自
由な活動を制約するようなことは避けるほうが企業成
長や経営革新への取組などには良い影響を与える。
（２）中小企業の事業承継における考察の視点
　中小企業の事業承継を考察する場合、考察対象とな
る企業によって条件は大きく異なる。そこで、事業承
継の考察においては、以下の4つの視点を意識しなけ
ればならない。
　1つ目は、経営者の個人的な事情である。経営者の
子供の数（特に男の子供の存在）は後継者の決定にあ
たって大きな要因となる。経営者に子供がいない場合
には、後継者の決定が適切な時期よりも遅くなったり、
後継者の不在によって廃業せざるをえなくなる場合も
ある。
　2つ目は、後継者の属性である。具体的には、経営
者の子供などの親族への承継か、従業員などの親族以
外への承継かによって、経営の承継（後継者教育）や
資産・負債の承継において留意すべき点は大きく異な
る。
　3つ目は、事業承継における準備・実施の段階である。
いわゆる「事業承継問題」は、後継者の決定、経営や
資産・負債の承継、ステークホルダーとの関係におい
て発生する問題である。それらは通常、長期間で取り
組まれる課題であり、事業承継の進行によって直面す
る課題は異なる。
　4つ目は、企業規模である。小企業と中企業では事
業承継における課題の認識に違いがある。多くの従業
員を抱える中規模企業では、役員や従業員からの理解
が相対的に重要になるなど、企業規模によっても事業
承継に向けての準備項目には違いがある。
　以上のように中小企業の事業承継を考察の対象とす
る際には、さまざまな点に留意しながら考察が必要で
あり、包括的に事業承継を論じるには多くの事例を集
めることが必要である。事業承継についての研究は、
企業経営の内部情報や経営者の個人的事情に立ち入
ることにから、事例の収集が特に困難である。中小企
業は地域経済の担い手として位置づけられている一方
で、事業承継問題は経営者の高齢化や昨今の中小企業
を取り巻く経営環境などから課題となっており、詳細
な考察を進めることは大きな意義があると思われる。
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